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（第１号議案）

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

個 別 注 記 表

株主資本等変動計算書

第 ４　５ 期

　　　　　　自　　２０２４年４月　１日

　　　　　　至　　２０２５年３月３１日

計計　　      算算　　      書書　　      類類

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

（第１号議案）
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　貸　借　対　照　表　
〔 2025年3月31日現在 〕

科　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　目 金　　　額

現 金 及 び 預 金 3,990,360 買 掛 金 232,005

売 掛 金 908,179 未 払 金 171,974

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

[[ 流流 動動 資資 産産 ]] 55,,221122,,447711 ［［ 流流 動動 負負 債債 ]] 11,,556622,,441177

仕 掛 品 999 預 り 金 40,414

前 払 費 用 175,514 賞 与 引 当 金 367,950

商 品 21,314 未 払 費 用 206,031

材 料 ・ 貯 蔵 品 5,455 前 受 金 252,335

[[ 固固 定定 資資 産産 ］］ 1100,,993388,,338877

そ の 他 144貸 倒 引 当 金 △ 80

そ の 他 11,948

未 収 金 98,778 未 払 法 人 税 等 112,291

未 払 消 費 税 等 179,268

[[ 固固 定定 負負 債債 ］］ 44,,557777,,220066

建 物 付 属 設 備 2,920,737

構 築 物 68,066

（ 有 形 固 定 資 産 ） 6,641,506 長 期 預 り 金 2,839,410

建 物 2,148,722 退 職 給 付 引 当 金 1,737,796

工 具 器 具 備 品 163,986 純　　　資　　　産　　　の　　　部

土 地 4,991,602 [[ 株株 主主 資資 本本 ]] 1100,,001111,,223355

機 械 装 置 102,924

車 両 運 搬 具 65,322 負負 債債 合合 計計 66,,113399,,662233

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,086,937

（ 無 形 固 定 資 産 ） 1,414,897 利 　 益 　 剰   余    金 9,806,235

建 設 仮 勘 定 219,929

その他の有形固定資産 47,153 資　　　　　本　　　　　金 205,000

ソ フ ト ウ ェ ア 13,381 そ の 他 利 益 剰 余 金 9,754,985

施 設 利 用 権 1,369 事 業 維 持 積 立 金 5,432,410

借 地 権 1,394,398

電 話 加 入 権 5,747 利 益 準 備 金 51,250

差 入 保 証 金 1,668,610 繰 越 利 益 剰 余 金 355,574

長 期 前 払 費 用 571

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ） 2,881,983 建 物 取 得 積 立 金 3,578,000

投 資 有 価 証 券 240,700 建 物 修 繕 積 立 金 389,000

資資 産産 合合 計計 1166,,115500,,885588 負負債債及及びび純純資資産産合合計計 1166,,115500,,885588

そ の 他 投 資 等 2,845

繰 延 税 金 資 産 969,256 純純 資資 産産 合合 計計 1100,,001111,,223355



（単位　千円）

売上高 10,223,349

売上原価 9,019,166

売 上 総 利 益 1,204,182

販売費及び一般管理費 732,891

営 業 利 益 471,290

営業外収益

受取利息及び配当金 14,485

雑収入 8,252 22,738

営業外費用

雑損失 2 2

経 常 利 益 494,026

特別損失

固定資産除却損 8,576 8,576

税引前当期純利益 485,450

法人税，住民税及び事業税 84,712

法人税等調整額 45,397 130,110

当 期 純 利 益 355,339

　損　益　計　算　書　
自　2024年4月 1日

至　2025年3月31日

科 目 金 額
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前 払 費 用 175,514 賞 与 引 当 金 367,950

商 品 21,314 未 払 費 用 206,031

材 料 ・ 貯 蔵 品 5,455 前 受 金 252,335

[[ 固固 定定 資資 産産 ］］ 1100,,993388,,338877

そ の 他 144貸 倒 引 当 金 △ 80

そ の 他 11,948

未 収 金 98,778 未 払 法 人 税 等 112,291

未 払 消 費 税 等 179,268

[[ 固固 定定 負負 債債 ］］ 44,,557777,,220066

建 物 付 属 設 備 2,920,737

構 築 物 68,066

（ 有 形 固 定 資 産 ） 6,641,506 長 期 預 り 金 2,839,410

建 物 2,148,722 退 職 給 付 引 当 金 1,737,796

工 具 器 具 備 品 163,986 純　　　資　　　産　　　の　　　部

土 地 4,991,602 [[ 株株 主主 資資 本本 ]] 1100,,001111,,223355

機 械 装 置 102,924

車 両 運 搬 具 65,322 負負 債債 合合 計計 66,,113399,,662233

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,086,937

（ 無 形 固 定 資 産 ） 1,414,897 利 　 益 　 剰   余    金 9,806,235

建 設 仮 勘 定 219,929

その他の有形固定資産 47,153 資　　　　　本　　　　　金 205,000

ソ フ ト ウ ェ ア 13,381 そ の 他 利 益 剰 余 金 9,754,985

施 設 利 用 権 1,369 事 業 維 持 積 立 金 5,432,410

借 地 権 1,394,398

電 話 加 入 権 5,747 利 益 準 備 金 51,250

差 入 保 証 金 1,668,610 繰 越 利 益 剰 余 金 355,574
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（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ） 2,881,983 建 物 取 得 積 立 金 3,578,000
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205,000 -                     -                     51,250 5,432,410 3,935,000 389,000 △ 356,764 9,450,895 -                     9,655,895 9,655,895

建物取得積立金の取崩 △ 357,000 357,000 -                     -                     -                     

当期純利益 355,339 355,339 355,339            355,339            

-                     -                     -                     -                     -                     △ 357,000 -                     712,339 355,339 -                     355,339 355,339

205,000 -                     -                     51,250 5,432,410 3,578,000 389,000 355,574 9,806,235 -                     10,011,235 10,011,235当当期期末末残残高高

利   益
準備金

その他利益剰余金 利   益
剰余金
合   計事業維持積立金

資本金

利　益　剰　余　金

株主資本
合      計

当当期期首首残残高高

当当期期変変動動額額

当当期期変変動動額額合合計計

建物取得積立金 建物修繕積立金

資   本
剰余金
合   計

   　株主資本等変動計算書

         自　２０２４年４月　１日
         至　２０２５年３月３１日

(単位　千円)

区　　　　　分

株　　　主　　　資　　　本

純資産
合   計自己株式

資　本　剰　余　金

その他
資   本
剰余金 繰越利益剰余金



個個 別別 注注 記記 表表   
 
株式会社ＮＨＫビジネスクリエイト 
 

自 ２０２４年４月１日 至 ２０２５年３月３１日 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 
ａ．満期保有目的の債券･･････････････････償却原価法（定額法） 
ｂ．その他有価証券（市場価格のない株式等）････移動平均法による原価法 

② 棚卸資産 
ａ．商品････････････････････････････････月次総平均法による原価法 
ｂ．材料・貯蔵品････････････････････････最終仕入原価法 
ｃ．仕掛品･･････････････････････････････個別法による原価法 
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。） 
 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 
定率法を採用しております。 
ただし、建物（建物付属設備を除く）並びに２０１６年４月１日以降に取得した建物

付属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物及び建物付属設備･･･････････････････３～５０年 
構築物･･･････････････････････････････１０～２０年 
機械装置及び車両運搬具･････････････････４～１０年 
工具器具備品･･･････････････････････････３～２０年 

② 無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づいております。 
 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算

額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

② 賞与引当金 
従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金 
従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 
（ア）退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 
（イ）数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
（ウ）過去勤務費用の費用処理方法 
過去勤務費用については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を発生事業年度から費

用処理しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社と顧客との契約から生じる収益に関する主たる履行義務は、以下の通りです。 
① 放送・インフラ・事務支援業務 
当社は、日本放送協会より、主に放送センターの警備防災業務、放送車両の運行、放

送に関する情報処理、経理・人事・給与・福利厚生に関する業務等を受託しております。

これらの役務の提供については、顧客との契約における履行義務の充足に従い、主とし

て一定期間にわたり収益を認識しております。 
 
② 印刷物の制作業務 
当社は、放送番組台本やポスター・カタログなどの印刷物を顧客に提供しております。

印刷物の提供については、出荷時から商品の支配が顧客に移転される時までの期間は

通常の期間に収まることから、出荷時点で収益を認識しております。 
 

（５）消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

２．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減損損失累計額

貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。

－ 1 －

（単位　千円）

売上高 10,223,349

売上原価 9,019,166

売 上 総 利 益 1,204,182

販売費及び一般管理費 732,891

営 業 利 益 471,290

営業外収益

受取利息及び配当金 14,485

雑収入 8,252 22,738

営業外費用

雑損失 2 2

経 常 利 益 494,026

特別損失

固定資産除却損 8,576 8,576

税引前当期純利益 485,450

法人税，住民税及び事業税 84,712

法人税等調整額 45,397 130,110

当 期 純 利 益 355,339

　損　益　計　算　書　
自　2024年4月 1日

至　2025年3月31日

科 目 金 額
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② 賞与引当金 
従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金 
従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 
（ア）退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 
（イ）数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
（ウ）過去勤務費用の費用処理方法 
過去勤務費用については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を発生事業年度から費

用処理しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社と顧客との契約から生じる収益に関する主たる履行義務は、以下の通りです。 
① 放送・インフラ・事務支援業務 
当社は、日本放送協会より、主に放送センターの警備防災業務、放送車両の運行、放

送に関する情報処理、経理・人事・給与・福利厚生に関する業務等を受託しております。

これらの役務の提供については、顧客との契約における履行義務の充足に従い、主とし

て一定期間にわたり収益を認識しております。 
 
② 印刷物の制作業務 
当社は、放送番組台本やポスター・カタログなどの印刷物を顧客に提供しております。

印刷物の提供については、出荷時から商品の支配が顧客に移転される時までの期間は

通常の期間に収まることから、出荷時点で収益を認識しております。 
 

（５）消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

２．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減損損失累計額

貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。
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（２）担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

該当事項はございません。

②担保に係る債務

該当事項はございません。

（３）関係会社に対する金銭債権債務

関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりです。

金銭債権 ７４４ ２６８千円

金銭債務 １３９ １９２千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

関係会社との取引高は次のとおりです。

売上高 ６ ２６４ １５７千円

仕入高 １７７千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）事業年度の末日における発行済株式の種類及び数 
発行済株式  普通株 ６７６ ４８３株 
 

（２）事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
無配のため、該当事項はございません。

（３）事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

２０２５年６月１８日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定です。

普通株式の配当に関する事項

① 配当金の総額 ２５５ ０３４千円

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 ３７７円

④ 基準日 ２０２５年３月３１日

⑤ 効力発生日 ２０２５年６月１８日

 

 

 

５．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳 
繰延税金資産 
未払事業税 １２ ２６６千円

未払事業所税 ３ ８２１千円

退職給付引当金 ５４７ ３７３千円

減価償却超過額 ６１ ９４０千円

賞与引当金 １１２ ６６６千円

未払社会保険料 １７ ３０４千円

借地権更新料 １１ ３２５千円

資産除去債務 ９ ２１５千円

その他 ２１３ ８８２千円

繰延税金資産小計 ９８９ ７９７千円

評価性引当額 △２０ ５４１千円

繰延税金資産合計 ９６９ ２５６千円

 
（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第１３号）が令和７年３月３１ 
日に国会で成立したことに伴い、令和８年４月１日以降に解消が見込まれる一時差

異等に係る繰延税金資産については、法定実効税率を３０．６２％から３１．５２％

に変更し計算しております。 
この変更により、当事業年度の繰延税金資産は２２，２０９千円増加し、当事業年

度に計上された法人税等調整額が２２，２０９千円減少しております。 

６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 
当社は、資金運用については、安全性、流動性、効率性を確保することを原則とし、

資金運用・管理規程に基づき安全性の高い資産（債券・預金）で運用しております。 
（２）金融商品の時価等に関する事項 

２０２５年３月３１日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額

千円）は下記表には含めておりません。 

 

 

 

 

－ 3 －

② 賞与引当金 
従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金 
従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 
（ア）退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 
（イ）数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
（ウ）過去勤務費用の費用処理方法 
過去勤務費用については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を発生事業年度から費

用処理しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社と顧客との契約から生じる収益に関する主たる履行義務は、以下の通りです。 
① 放送・インフラ・事務支援業務 
当社は、日本放送協会より、主に放送センターの警備防災業務、放送車両の運行、放

送に関する情報処理、経理・人事・給与・福利厚生に関する業務等を受託しております。

これらの役務の提供については、顧客との契約における履行義務の充足に従い、主とし

て一定期間にわたり収益を認識しております。 
 
② 印刷物の制作業務 
当社は、放送番組台本やポスター・カタログなどの印刷物を顧客に提供しております。

印刷物の提供については、出荷時から商品の支配が顧客に移転される時までの期間は

通常の期間に収まることから、出荷時点で収益を認識しております。 
 

（５）消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

２．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減損損失累計額

貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。
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５．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳 
繰延税金資産 
未払事業税 １２ ２６６千円

未払事業所税 ３ ８２１千円

退職給付引当金 ５４７ ３７３千円

減価償却超過額 ６１ ９４０千円

賞与引当金 １１２ ６６６千円

未払社会保険料 １７ ３０４千円

借地権更新料 １１ ３２５千円

資産除去債務 ９ ２１５千円

その他 ２１３ ８８２千円

繰延税金資産小計 ９８９ ７９７千円

評価性引当額 △２０ ５４１千円

繰延税金資産合計 ９６９ ２５６千円

 
（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第１３号）が令和７年３月３１ 
日に国会で成立したことに伴い、令和８年４月１日以降に解消が見込まれる一時差

異等に係る繰延税金資産については、法定実効税率を３０．６２％から３１．５２％

に変更し計算しております。 
この変更により、当事業年度の繰延税金資産は２２，２０９千円増加し、当事業年

度に計上された法人税等調整額が２２，２０９千円減少しております。 

６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 
当社は、資金運用については、安全性、流動性、効率性を確保することを原則とし、

資金運用・管理規程に基づき安全性の高い資産（債券・預金）で運用しております。 
（２）金融商品の時価等に関する事項 

２０２５年３月３１日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額

千円）は下記表には含めておりません。 
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 計上額 時価 差額 
① 現金及び預金 千円 千円 －

② 売掛金 千円

貸倒引当金（※１） △ 千円

 千円 千円 －

③ 差入保証金 千円 千円 △ 千円

④ 買掛金（※２） 千円 千円 －

⑤ 長期預り金（※２） 千円 （ 千円 △ 千円

※１ 売掛金は、それに対応する貸倒引当金を控除しております。 
※２ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
（注１）金融商品の時価の算定方法

①②④については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら当該帳簿価額によっております。

③については、元利金の合計額を、退去期間等に応じた国債の利回り等適切な指標

で割り引く方法により算定しております。

⑤については、退去期間等に応じた国債の利回り等適切な指標で割り引く方法に

より算定しております。 

 

７．賃貸不動産に関する注記 
（１）賃貸不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都において賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有しており

ます。 

（２）賃貸不動産の時価等に関する事項 

計上額 時 価 

千円 千円

（注１）計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注２）時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、又は「不動産

鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを

含む。）であります。 

 

 

 

 

 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 
（１）取引の内容 

①親会社及び法人主要株主等 

属性
会社等の名称

又は氏名

議決権の

被所有割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

千円
科目

期末残高

千円

親会社 日本放送協会

直接

％

間接

％

業務の受託、

役職員の兼任

各種業務

の受託

※ ・

売掛金

主要株主

会社等
株 ＮＨＫ出版

直接

％

不動産の

賃貸

長期

預り金

主要株主

会社等

株 ＮＨＫテク

ノロジーズ

直接

％

不動産の

賃貸

長期

預り金

②兄弟会社等 

属性
会社等の名称

又は氏名

議決権の

被所有割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

千円
科目

期末残高

千円

親会社の

子会社

株 ＮＨＫエン

タープライズ
直接 ％

不動産の

賃貸

敷金の

預り

敷金の

返還

※

長期

預り金

親会社の

子会社

株 ＮＨＫエ

デュケーショナ

ル

直接 ％
不動産の

賃貸

賃貸借

予約申

込金の

預り

敷金の

返還

※

長期

預り金

未払金

親会社の

子会社

株 ＮＨＫグ

ローバルメディ

アサービス
直接 ％

不動産の

賃貸

敷金の

返還

（※ ）

長期

預り金

未払金

 

（２）取引条件及び取引条件の決定方針 
※１ 日本放送協会が定める「業務委託基準」に則り、「社会的に公正かつ妥当な」

取引条件で実施しております。 
※２ 独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。 
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５．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳 
繰延税金資産 
未払事業税 １２ ２６６千円

未払事業所税 ３ ８２１千円

退職給付引当金 ５４７ ３７３千円

減価償却超過額 ６１ ９４０千円

賞与引当金 １１２ ６６６千円

未払社会保険料 １７ ３０４千円

借地権更新料 １１ ３２５千円

資産除去債務 ９ ２１５千円

その他 ２１３ ８８２千円

繰延税金資産小計 ９８９ ７９７千円

評価性引当額 △２０ ５４１千円

繰延税金資産合計 ９６９ ２５６千円

 
（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第１３号）が令和７年３月３１ 
日に国会で成立したことに伴い、令和８年４月１日以降に解消が見込まれる一時差

異等に係る繰延税金資産については、法定実効税率を３０．６２％から３１．５２％

に変更し計算しております。 
この変更により、当事業年度の繰延税金資産は２２，２０９千円増加し、当事業年

度に計上された法人税等調整額が２２，２０９千円減少しております。 

６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 
当社は、資金運用については、安全性、流動性、効率性を確保することを原則とし、

資金運用・管理規程に基づき安全性の高い資産（債券・預金）で運用しております。 
（２）金融商品の時価等に関する事項 

２０２５年３月３１日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額

千円）は下記表には含めておりません。 
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８．関連当事者との取引に関する注記 
（１）取引の内容 

①親会社及び法人主要株主等 

属性
会社等の名称

又は氏名

議決権の

被所有割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

千円
科目

期末残高

千円

親会社 日本放送協会

直接

％

間接

％

業務の受託、

役職員の兼任

各種業務

の受託

※ ・

売掛金

主要株主

会社等
株 ＮＨＫ出版

直接

％

不動産の

賃貸

長期

預り金

主要株主

会社等

株 ＮＨＫテク

ノロジーズ

直接

％

不動産の

賃貸

長期

預り金

②兄弟会社等 

属性
会社等の名称

又は氏名

議決権の

被所有割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

千円
科目

期末残高

千円

親会社の

子会社

株 ＮＨＫエン

タープライズ
直接 ％

不動産の

賃貸

敷金の

預り

敷金の

返還

※

長期

預り金

親会社の

子会社

株 ＮＨＫエ

デュケーショナ

ル

直接 ％
不動産の

賃貸

賃貸借

予約申

込金の

預り

敷金の

返還

※

長期

預り金

未払金

親会社の

子会社

株 ＮＨＫグ

ローバルメディ

アサービス
直接 ％

不動産の

賃貸

敷金の

返還

（※ ）

長期

預り金

未払金

 

（２）取引条件及び取引条件の決定方針 
※１ 日本放送協会が定める「業務委託基準」に則り、「社会的に公正かつ妥当な」

取引条件で実施しております。 
※２ 独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。 

－ 6 －



 

９．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額        １４ ７９８円９５銭

（２）１株当たり当期純利益金額 ５２５円２７銭

 

１０．収益認識に関する注記 
「重要な会計方針に係る事項に関する注記 収益及び費用の計上基準」に同様の内容

を記載しているため、注記を省略しています。 

 

１１．重要な後発事象に関する注記 
該当事項はございません。 

 

１２．減損損失に関する注記 
該当事項はございません。 
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８．関連当事者との取引に関する注記 
（１）取引の内容 

①親会社及び法人主要株主等 

属性
会社等の名称

又は氏名

議決権の

被所有割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

千円
科目

期末残高

千円

親会社 日本放送協会

直接

％

間接

％

業務の受託、

役職員の兼任

各種業務

の受託

※ ・

売掛金

主要株主

会社等
株 ＮＨＫ出版

直接

％

不動産の

賃貸

長期

預り金

主要株主

会社等

株 ＮＨＫテク

ノロジーズ

直接

％

不動産の

賃貸

長期

預り金

②兄弟会社等 

属性
会社等の名称

又は氏名

議決権の

被所有割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

千円
科目

期末残高

千円

親会社の

子会社

株 ＮＨＫエン

タープライズ
直接 ％

不動産の

賃貸

敷金の

預り

敷金の

返還

※

長期

預り金

親会社の

子会社

株 ＮＨＫエ

デュケーショナ

ル

直接 ％
不動産の

賃貸

賃貸借

予約申

込金の

預り

敷金の

返還

※

長期

預り金

未払金

親会社の

子会社

株 ＮＨＫグ

ローバルメディ

アサービス
直接 ％

不動産の

賃貸

敷金の

返還

（※ ）

長期

預り金

未払金

 

（２）取引条件及び取引条件の決定方針 
※１ 日本放送協会が定める「業務委託基準」に則り、「社会的に公正かつ妥当な」

取引条件で実施しております。 
※２ 独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。 
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